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この資料の目的について

◆原子力発電の特性を把握するために、特徴的な項目につい
て他電源との定量的な比較例* を紹介する
◇経済性
（発電原価、外部コスト、投資コスト、設備利用率等）

◇供給安定性
（資源入手、備蓄性、技術的信頼性等）

◇持続性
（資源量、廃棄物による環境負荷等）

◇安全性
（通常運転時の健康影響、重大事故の実績等）

◇温暖化対策としての有効性
（温室効果ガス排出量、将来的ポテンシャル）
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* この種の比較分析では、前提条件の設定値、計算上の仮定（何をどこまで計算に組み込むか）
等に応じて結果が変動するので、それらに基づく不確かさがあることに十分留意して、幅を持って

結果を解釈することが必要である。
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耐用年数均等化発電原価
（IEA-NEA 2005年評価に基づく）

割引率5％の場合

割引率10％の場合

データの出所： Risks and Benefits of Nuclear Energy, OECD/NEA (2007) （注： ” Projected Costs of Generating 
Electricity, IEA and NEA (2005) “における国別コスト評価結果の分布幅のうち、5%～95%の範囲を示したもの）

（注）

火力と原子力については、
一律に設備利用率85％、
耐用年数40年を想定。
（為替レート1.144US$/€）

◆原子力はIEA諸国で
概ね十分に経済的

◆風力発電は立地場所
によって発電コストが
大幅に異なる
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（ € cent / kWh)



各種電源の発電原価（日本）

出所：原子力・エネルギー図面集 2004-2005，電気事業連合会
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各種電源の外部コスト
＜既存技術に関する欧州の分析事例＞
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出典： R. Dones, et al, ExternE-Pol, Externalities of Energy: Extension of 

Accounting Framework and Policy Applications (July 2005) に基づく

（加圧流動層）

（複合サイクル）

（複合サイクル）

（PWR, U濃縮に遠心分離法を使用）

（パネル型，南欧）

（建材一体型，南欧）

（建材一体型（将来），南欧）

（ALWR）

（陸上，800kW）
（洋上，2MW）

発電過程

その他

◆各電源の全過程（Full Energy Chain）にわた
る直接、間接の環境排出量に、EU-15地域の
平均損害費用を掛けて合計したもの（注：EU
内でも立地場所に応じて大きく変化する）

◆火力発電では発電過程でのCO2、SO2等の排

出に係るコストが十分に内部化されておらず、
外部コスト大きい（コストの構成は次頁）。

◆原子力では放射線被曝や放射性廃棄物処分
に係るコストがあるが、既に多くは内部化（電
気料金に反映）されｔいるため外部コストは小。

（在来式）

（在来式）

（在来式）
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出典： R. Dones, et al, ExternE-Pol, Externalities of Energy: Extension of Accounting Framework and Policy 
Applications (July 2005) に基づく

%

外部コストの要因別構成比率
温室効果ガス（GHG） SO2 NOx 粒子状物質（PM）

重金属

揮発性有機
化合物
（メタンを除く）

放射性物質

（参）主な排出物質に係る
損害コストの前提条件

（Euro/ton）
GHG 19
SO2 2939
NOx 2909
PM2.5 19539
PM10 11723
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データの出所：World Energy Outlook 2006, OECD/IEA (2006)

経済性

米国＄/ kWe
・ ガスCC：天然ガス複合サイクル発電
・ IGCC ：石炭ガス化複合サイクル発電
・ 建中利子等の金融コストを除く
・ コストの幅は地域による違いに基づく

・各電源のカッコ内は（耐用年数、設備利用率）

原子力は投資コストが大きいので、
将来的に十分な電力需要があり、
かつ故障がなく、高稼働率で運転
できることが重要。

（注）

（40年、85％）

（25年、85％）

（40年、85％）

（40年、85%）

（20年、28％）



出所：原子力・エネルギー図面集 2007，電気事業連合会

原子力発電所の設備利用率

日本

米国

ドイツ

フランス

カナダ

日本では90年代半ば以降80％を超える水準に
あったが、その後、事故、トラブル等による点検期
間延長や計画外の点検等により低水準で推移。

経済性
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供給安定性
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化石燃料とウラン資源
の地域分布

ウラン

データ出所：化石燃料資源はStatistical Review of World Energy 2007（BP）による
ウラン資源はUranium 2005: Resources, Production and Demand （OECD/NEA, IAEA）による

（注）石油と天然ガスは在来
資源のみ。ウランは確認と推
定資源合計。

◆石炭とウランは偏在の
度合いが小さい

◆石油は中東、天然ガス
は中東とロシアに偏在
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供給安定性 各種電源の燃料消費量
（100万kW当たり年間量）

出所：原子力・エネルギー図面集 2007，電気事業連合会

核燃料は厳重な管理を必要
とするが、必要量は化石燃料
よりもはるかに小さいので、
備蓄性は高い。
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供給安定性 発電出力の安定性
◆原子力・水力（流込式）：一定の出力水準で運転
◆火力発電：電力需要に応じて柔軟な出力水準で運転

◆太陽光・風力：自然要因による出力変動が大きい
（需給バランスが崩れると周波数に影響）

時間と天気で出力が変わる 風の強さで出力が変わる

出所：原子力図面集2007（電気事業連合会）

系統に連系して大規模利用するためには蓄電池の開発等が必要
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歪み速度の分布

出所：名古屋大学環境学研究科地震火山・防災研究センター

膨張率

膨張率の単位 nanostrain/year は２点間の距離
が年率109分の１の速度で膨張したことを示す。

柏崎刈羽原発
（821万kW）

供給安定性
地震国日本の課題

〈社会インフラ全般にかかわる課題〉

中越沖地震（平成19年7月）

原子炉の安全（停止、冷却、閉じ込
め）は実証された。しかし、周辺設
備等の損傷･不具合のため、運転
再開時期は未だ不透明。

◆耐震性向上策等のコスト発生

◆安定供給の不安、CO2排出増の
懸念が増大

◆将来の投資リスク増大を抑制す
ることが肝要

将来的には、免震設計の導入、
詳細な調査に基づく立地点の
選定
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1480474資源量

利用可能年数

8015年

270年

資源総量
（万トン）

2570年高速炉での全
量リサイクル

85年軽水炉でのワ
ンス･スルー

発見資源
（万トン）

（注）利用可能年数は2004年における
原子力発電量に基づいて計算

データ出所：OECD/NEA-IAEA,2006 （ レッドブック 2005）

エネルギー資源量

データ出所：BP統計2007年版（2006年末データ）

ウラン資源量と利用
可能年数

12持続性

米国地質調査所は2000
年報告書の中で、石油、
天然ガスともに、未発見
資源も含めると、この約
２倍の規模の在来資源
があると推定。

無煙炭と瀝
青炭が全体
の約半分。
残りは亜瀝
青炭と褐炭・
亜炭。

備考

63年41年147年可採年数

2.8739.162.0生産量

18116509090埋蔵量

天然
ガス
（兆m3）

石油
（億トン）

石炭
（億トン）

化石燃料（在来資源）の埋蔵量
と可採年数

（注）生産量は2006年値



固体廃棄物発生原単位
＜非放射性物質のみに関する分析事例＞

出典）S. Hirschberg (PSI), Environmental Burdens: Basis for Comparative Ecological Assessment of Energy 
Systems, Workshop on Approaches to Comparative Risk Assessment, Warsaw, Poland 20-22 Oct. 2004

1. UCTE加盟国の2000年平均値
（UCTEはUnion for the Co-ordination of 
Transmission of Electricityの略称で、西欧
の電力系統に接続している主要国で構成）

2.  廃棄物の種類に関わりなく、ライフサイクルに
わたって発生する非放射性の廃棄物の重量
を合計し、発電電力量当たりに換算したもの

褐炭
亜炭 石炭 石油

天然
ガス

原子力 水力 風力 太陽光

（注）

kg / kWh

13持続性

褐炭・亜炭と石炭からの廃棄物が大。

（褐炭・亜炭利用の主要廃棄物は燃焼後

の灰であるが、石炭の灰はコンクリート

製造等に再利用されているので、石炭利

用に伴う廃棄物の大部分は鉱滓。）



出所：梅木及び木村,連載講座放射性廃棄物の処分－第４回地層処分
システムの安全評価, 日本原子力学会誌、Vol. 41, No. 1 (2004)

（注）人工バリアと天然バリアを突破して
漏洩した放射性物質が地下水に溶解し、
地上の人間が被曝するに至るまでのシ
ナリオを描き、各過程の確率を想定して、
潜在的な被曝量を計算したもの。
本図は、地下水移行シナリオのうち、現
在の地質環境の変化や将来の人間活動
の影響がないと仮定した「基本シナリオ」
の評価結果。

処分後の時間（年）

高レベル放射性廃棄物地層処分
の安全性評価事例

持続性

◆処分後１万年程度までの期間のリスクは無視できるほど小さい。

◆超長期のピーク時でも、諸外国の安全基準より４桁程度小さい。

μSv/年

被
曝
線
量

14



発電電力量当たり土地利用面積

出典）S. Hirschberg (PSI), Approaches to Comparative Evaluation of Sustainability of Energy Systems, Workshop 
on Approaches to Comparative Risk Assessment, Warsaw, Poland 20-22 Oct. 2004

m2 / GWh

（注）
ライフサイクルにわたって必要な
土地の面積を合計し、発電電力
量当たりに換算したもの

（UCTEに関しては13頁参照）

褐炭
亜炭 石炭 石油

天然
ガス

原子力 水力 風力 太陽光

UCTE加盟国の平均値
ドイツのケーススタディ

15持続性



通常運転時の生命損失
＜ドイツの分析例＞

16安全性

Years of Life Lost （YOLL/GWh）

褐炭・亜炭

石炭

石油

天然ガス

原子力

水力

風力

太陽光

出所： Risks and Benefits of Nuclear Energy, OECD/NEA (2007)

各電源の全過程（Full Energy Chain）における通常運転時
の主要な環境排出（放射性物質を含む）による生命損失
（YOLL）を試算したもの。
原子力、水力、及び風力が小さく、石炭類と石油が大きい。

１. 資源の採掘、燃料輸送、発電所の立地環境（周辺人口、既存の大
気汚染状況等）、排出対策の程度、資材の生産・加工、設備の建設
に伴う間接的排出の大きさ等に関する前提条件に応じて変動する。

２. これらの通常運転時の生命損失と比較すると、以下の頁の重大事
故による生命損失はかなり小さいことに留意が必要。

（注）



重大事故による生命損失
（晩発性死亡を除く）

出所： Severe Accident in the Energy Sector, ENERGIE-SPIEGEL, PSI, No.13, May 2005 に基づく

死亡者数/GWe年紺色はOECD国内での死亡者。水色は輸入に伴う非OECDでの死亡者。橙色は
非OECDの消費分に関する死亡者。黄色はOECDへの輸出分に関する死亡者。

石 炭

石 油

天然ガス

LPガス

水 力

原子力

17安全性



5人以上の死者を出した重大事故

事故数 事故数 事故数死亡者数 死亡者数 死亡者数

石 炭

石 油

天然ガス

LPガス

水 力

原子力

(a) １行目は中国を除く非OECD、２行目は中国
(b) Banqiaoダム及びShimantanダム（いずれも中国）の決壊では合計26,000人が死亡
(c) 晩発性の死亡を除く*

出所： S. Hirschberg, Accidents in the Energy Sector: Comparison of Damage Indicators and External Costs, 
Workshop on Approaches to Comparative Risk Assessment, Warsaw, October 2004 に基づく

エネルギー

* Burgherr and Hirschberg (2004)は, チェルノブイリ事故の被曝による
晩発性の死亡が10000人を超える可能性があると推定。

18安全性



出所：原子力図面集2007（電気事業連合会）

国際原子力事象評価尺度（INES）

安全性 19「チェルノブイリ」は最悪の事故



チェルノブイリ事故の長期影響
＜IAEAの予測（1997年）＞

安全性

400  (0.3%)17,000115,000避難住民-1986年

ba1,000,000幼児-1986年
（4才まで）

2,000  (0.3%)90,000650,000後処理作業者

20  (2.0%)1801 000事故直後作業者

被曝による癌死亡
（関係者に占める比率）

他の原因に
よる癌死亡

関係者数

a -甲状腺癌患者50名（治癒可能）
b -甲状腺癌患者数千名（治癒可能）

出所： Sustainable Development and Nuclear Power, IAEA (1997)

2005年のIAEA主催会合（Chernobyl Forum報告会）では、甲状腺癌の患者数が明確に
増加しているが、白血病及び臓器癌の発生率にはまだ有意な増加が見られていないこと
が報告されている。被曝による最終的な死亡数は4000名との推定（事務局長挨拶）がなさ
れているが、これよりさらに多いとの専門家の見解（Cardis et al.（1996）， Burgherr et al.
（2004））もある。汚染地域が広範囲で住民数がきわめて多いため、チェルノブイリ事故の
最終影響の規模はまだ十分に分かっていない。
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（注）短期の死亡者は31名
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データの出所： Comparison of energy systems using life-cycle assessment, Special Report, World Energy 
Council, London, 2004.

（注）WECレポートにおける低位推計
と高位推計の範囲を示した

温室効果ガス排出原単位

g (CO2換算) / kWh

（排煙脱硫装備）

（排煙脱硫装備）

（低位は複合サイクル）

（炭素回収・貯留実施）

（炭素回収・貯留実施）

再生可能エネルギーと原子力は発電
過程でCO2排出がないため、温室効

果ガス排出原単位は格段に小さい

21温暖化抑制



1990年 2004年
0 %

億トンCO2

発電全体に
占める原子
力の比率
（ＥＵ）

22 % 31 %
（現在水準）

2030年出所： EC, The Sustainable Nuclear Energy Technology 
Platform – A Vision Report, EUR 22842 (200’) に基づく

現在程度の原子力比率維持
でも、他の対策と組み合わせ
ることで、大幅削減が可能

ＥＵの発電部門ＣＯ２排出量

排出源

ガス火力

石油火力

石炭火力

＜実績と2030年値の試算＞

温暖化抑制

原子力なしでは、
他の対策を施し
ても削減は困難

22

IPCC WG3によると、
２０３０年には、原子
力は全世界の電力供
給量の、１８％のシェ
アを占めることができ
る(IPCC WG3 AR4 
SPM)



原子力発電の特性

◆他電源との比較において、原子力は以下の特性を有する。

◇十分な経済性を達成できる。
＜ただし、初期コストが高いので高稼働率の維持が要件＞

◇資源の分布、燃料備蓄の観点から供給安定性が高い。

◇潜在的持続性が高い。＜資源、廃棄物問題の解決が前提＞

◇これまでの通常運転及び事故に関する実績を見る限り、
リスクは一般に懸念されているほど大きくはない。
＜ただし、重大事故による大量の放射能漏洩は広範な、かつ
長期にわたる影響をもたらすので、その防止は絶対的要件＞

◇温室効果ガス排出量はきわめて小さく、基幹電源として世
界的に利用を維持、拡大できれば温暖化抑制に役立つ。

◆世界全体として「持続可能な発展」に向けて短期間に大きな
方向転換が必要な切迫した状況下で、省エネルギー、再生
可能エネルギーとともに、原子力は重要な選択肢
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